
広野駅東ニュータウン住宅用地取得支援事業補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、本町の担い手となる若い世代及び将来の担い手となる子どもたちの

本町への定住の促進を目的とし、広野駅東ニュータウン住宅用地を居住するために取得

した子育て世帯及び若年夫婦世帯に対し、予算の範囲内で用地取得に要する経費の一部

を助成することに関し、広野町補助金等の交付等に関する規則（昭和 61年広野町規則第

１号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の定義は、当該各号に定めるところによ

る。 

(１) 定住 本町の住民基本台帳に記録され、生活の実態があり、10 年以上住み続ける

ことをいう。 

(２) 住宅用地 広野駅東ニュータウン区域内の宅地分譲地をいう。 

(３) 取得 広野駅東ニュータウン区域内分譲地を自らの居住の用に供するための購入

をし、自己の名義で所有権保存登記を完了することをいう。 

(４) 子育て世帯 18 歳以下の子（18 歳に達する日以後の最初の３月 31 日までの間に

ある者を含む。）を養育する親がいる世帯又は妊婦がいる世帯をいう。 

(５) 若年夫婦世帯 夫又は妻のいずれかが 40歳未満である法律上婚姻関係にある夫婦

がいる世帯をいう。 

（交付の対象） 

第３条 補助金の交付対象者は、本町に定住するため住宅用地を取得した者で、次の各号に

掲げる要件の全てに該当するものとする。 

(１) 定住するための住宅用地を取得した子育て世帯又は若年夫婦世帯であること。 

(２) 取得した住宅用地に係る不動産登記法（平成 16 年法律第 123 号）第 59 条第４号

に掲げる登記に係る権利の権利者の氏名が世帯員のいずれかであること。 

(３) 補助対象者及び世帯員全員が、町税等を滞納していないこと。 

(４) 補助対象者及び世帯員全員が、広野町暴力団排除条例（平成 26年広野町条例第 20

号）第２条第２号に規定する暴力団員又は同条第３号に規定する暴力団員等でないこ

と。 

(５) 世帯員が、以前にこの要綱に基づく補助を受けていないこと。 

(６) 申請する住宅用地が、以前にこの要綱に基づく補助を受けていないこと。 

(７) 帰還困難区域、居住制限区域若しくは避難指示解除準備区域である区域又は当該

区域であった区域に、平成 23年３月 11日時点で居住していないこと。 

（補助金の額） 

第４条 補助金の額は、300万円とする。 

 



（補助金の交付申請） 

第５条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、広野駅東ニュー

タウン住宅用地取得支援事業補助金交付申請書（様式第１号）に、次に掲げる書類等を添

えて、町長に提出しなければならない。 

(１) 世帯員全員の戸籍の附票 

(２) 世帯員全員の納税証明書 

(３) 土地売買契約書の写し 

(４) 取得した土地に係る全部事項証明書 

(５) 住宅用地において建築又は購入する住宅に係る工事請負契約書又は売買契約書の 

写し 

(６) 前各号に掲げるもののほか、町長が必要と認める書類 

（補助金の交付決定） 

第６条 町長は、前条の規定による申請があった場合には、その内容を審査し、補助金の交 

 付が適当であると認めるときは、広野駅東ニュータウン住宅用地取得支援事業補助金交 

付決定通知書（様式第２号）により通知するものとする。 

（補助金交付の条件等） 

第７条 町長は、補助金の交付を決定する場合は、補助金交付の目的を達成するため、次に

掲げる条件を付するものとする。 

(１) 町長が必要と認める事項についての確認及び検査を求めたときは、これに協力す

ること。 

(２) この補助金は、本町への定住を目的として交付するものであるため、交付申請に当

たり、取得した住宅用地に居住することとなった者は、死亡等やむを得ない事情による

場合を除き、10年以上居住すること。 

（補助金の請求） 

第８条 交付決定通知を受領した申請者（以下「交付決定者」という。）が補助金の交付の

請求を行おうとするときは、広野駅東ニュータウン住宅用地取得支援事業補助金交付請

求書（様式第３号）に、次に掲げる書類等を添えて、町長に提出しなければならない。 

(１) 定住等誓約書（様式第４号） 

(２) 前各号に掲げるもののほか、町長が必要と認める書類 

（補助金の交付決定の取消し） 

第９条 町長は、交付決定者が次の各号のいずれかに該当するときは、当該決定を取り消す

ことができる。 

(１) 偽りその他不正な手段により当該決定を受けたとき。 

(２) この要綱又は交付決定の際に付した条件に違反したとき。 

(３) その他町長が不適当と認めたとき。 

２ 町長は、前項の規定により補助金の交付決定を取り消したときは、交付決定者に対し、

広野駅東ニュータウン住宅用地取得支援事業補助金交付取消通知書（様式第５号）により



通知するものとする。 

（補助金の返還） 

第 10 条 町長は、前条の通知を受けた申請者に対し、規則第 17 条に規定する補助金の返

還をさせる場合は、広野駅東ニュータウン住宅用地取得支援事業補助金返還請求書（様式

第６号）により当該補助金の返還の請求をするものとする。 

（補則） 

第 11条 この要綱に定めるもののほか、補助金の交付等に関して必要な事項は、町長が別

に定める。 

 

 

  

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式第１号（第５条関係） 

広野駅東ニュータウン住宅用地取得支援事業補助金交付申請書 

 

年  月  日  

 広野町長 様 

申請者 郵便番号 

住  所 

氏  名                

電話番号 

 

 広野駅東ニュータウン住宅用地取得支援事業補助金の交付を受けたいので、広野駅東ニ

ュータウン住宅用地取得支援事業補助金交付要綱第６条の規定により、関係書類を添えて

申請します。 

補助交付申請額                  円 

取得した住宅用地 広野町大字下北迫字折返 

土地取得日        年  月  日 

土地取得時の住所  

土地取得費用                  円 

家族の状況 

氏名 続柄 生年月日（年齢） 

 本人 （  才） 

  （  才） 

  （  才） 

  （  才） 

  （  才） 

  （  才） 

添付書類 

(１) 世帯員全員の戸籍の附票 

(２) 世帯員全員の納税証明書 

(３) 土地売買契約書の写し 

(４) 取得した土地に係る全部事項証明書 

(５) 住宅用地において建築又は購入する住宅に係る工事請負契約書又は売買契約書 

の写し 

(６) 前各号に掲げるもののほか、町長が必要と認める書類 

 



様式第２号（第６条関係） 

記 号 番 号  

年  月  日  

 

        様 

広野町長        印  

 

広野駅東ニュータウン住宅用地取得支援事業補助金交付決定通知書 

 

年  月  日付けで申請のあった広野駅東ニュータウン住宅用地取得支援事

業補助金交付申請については、下記のとおり補助金を交付することと決定したので、広野駅

東ニュータウン住宅用地取得支援事業補助金交付要綱第６条の規定により通知します。 

 

記 

 

１ 補助金の名称      広野駅東ニュータウン住宅用地取得支援事業補助金 

 

２ 補助する住宅用地    広野町大字下北迫字折返 

 

３ 補助金交付決定額    金           円 

 

４ 交付の条件 

(１) 町長が必要と認める事項についての確認及び検査を求めたときは、これに協力する

こと。 

(２) この補助金は、本町への定住を目的として交付するものであるため、交付申請に当

たり、取得した住宅用地に居住することとなった者は、死亡等やむを得ない事情による

場合を除き、10年以上居住すること。 

(３) 広野町補助金等の交付等に関する規則及び広野駅東ニュータウン住宅用地取得支

援事業補助金交付要綱を遵守すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式第３号（第８条関係） 

年  月  日  

 広野町長 様 

申請者 郵便番号 

住  所 

氏  名              ㊞ 

電話番号 

 

広野駅東ニュータウン住宅用地取得支援事業補助金交付請求書 

 

年  月  日付け第   号で交付決定のあった広野駅東ニュータウン住宅

用地取得支援事業補助金について、下記により請求します。 

 

記 

 

請求額（交付決定額） 円 

 

 

振 

込 

先 

金融機関名 支店名 区分 口座番号 

  普通・当座  

フリガナ  

口座名義人  

添付書類 

(１) 定住等誓約書（様式第４号） 

(２) 振込先が確認できる通帳の写し 

 

 

 

 

 

 

 



様式第４号（第８条関係） 

定 住 等 誓 約 書 

 

誓約内容 

私は、広野駅東ニュータウン住宅用地取得支援事業補助金の交付にあたり、次のことを誓

約します。 

なお、当該補助金の交付決定の取消しがあり、広野町長から補助金の返還を命じられたと

きは、その内容に従い補助金を返還します。 

１ 補助金の交付決定した日から起算して 10年間以上継続して居住すること。 

２ 補助対象者及び世帯員全員が、広野町暴力団排除条例第２条第２号に規定する暴力

団員又は同条第３号に規定する暴力団員等でないこと。 

 

年  月  日  

 

広野町長 様 

 

住  所                 

氏  名               ㊞ 

電話番号                 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式第５号（第９条関係） 

記 号 番 号  

年  月  日  

 

        様 

広野町長        印  

 

広野駅東ニュータウン住宅用地取得支援事業補助金交付取消通知書 

 

年  月  日付け第   号で通知した広野駅東ニュータウン住宅用地取得

支援事業補助金交付決定については、下記の理由により取り消したので、広野駅東ニュータ

ウン住宅用地取得支援事業補助金交付要綱第９条第２項の規定により通知します。 

 

記 

 

１ 取得した住宅用地   広野町大字下北迫字折返             

 

２ 補助金の取消額 

(１) 交付決定額     金           円 

(２) 今回取消額     金           円 

(３) 更正決定額     金           円 

 

３ 取消の理由 

 

 

 

教示 

１ この決定について不服があるときは、この通知書を受け取った日の翌日から起算し

て３か月以内に、広野町長に対して書面をもって審査請求をすることができます。 

２ この決定については、この決定があった日の翌日から起算して６か月以内に、広野町

を被告として（訴訟において広野町を代表する者は、広野町長となります。）、処分の取

消しの訴えを提起することができます。ただし、前項の規定による審査請求をした場合

には、当該審査請求に対する裁決があったことを知った日の翌日から起算して６か月

以内に、処分の取消しの訴えを提起できます。 

３ 上記の期間が経過する前に、この決定（審査請求をした場合には、当該審査請求に対

する裁決）があった日の翌日から起算して１年を経過した場合は、原則として、審査請

求をすることや処分の取消しの訴えを提起することができなくなります。 



様式第６号（第 10条関係） 

記 号 番 号  

年  月  日  

 

 様 

広野町長        印  

 

広野駅東ニュータウン住宅用地取得支援事業補助金返還請求書 

 

年  月  日付け第   号で交付決定のあった広野駅東ニュータウン住宅

用地取得支援事業補助金について、    年  月  日付け第   号により取り消

したので、既に交付済みの補助金について、下記のとおり返還の請求をします。 

 

記 

 

１ 申請した住宅用地       広野町大字下北迫字折返             

 

２ 返還を請求する補助金の額   金           円 

 

３ 返還納付すべき期限          年  月  日 


